
 

人事給与システム出力帳票印刷業務委託契約書（案） 

 

 

那覇市（以下「甲」という。）と＊＊＊＊＊＊＊＊＊（以下「乙」という。）

との間に、人事給与システム出力帳票の印刷業務委託に関し、次のとおり契約

を締結する。 

 

 

１． 契約期間：契約締結日から令和７（２０２５）年３月３１日 

 

２． 契約金額：＊＊＊＊＊＊円（１２ケ月） 

（うち消費税及び地方消費税額 ＊＊＊＊＊円） 

 

令和６（２０２４）年 ４月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年 ５月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年 ６月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年 ７月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年 ８月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年 ９月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年１０月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年１１月   ＊＊＊＊＊円 

令和６（２０２４）年１２月   ＊＊＊＊＊円 

令和７（２０２５）年 １月   ＊＊＊＊＊円 

令和７（２０２５）年 ２月   ＊＊＊＊＊円 

令和７（２０２５）年 ３月   ＊＊＊＊＊円 

 

３． 契約内容：契約条項のとおり  

 

４． 契約保証金：那覇市契約規則第３０条第１項第９号に基づき免除する。  

 

 

 

 

 

 

 

 



［ 契 約 条 項 ］ 

 

（契約の目的） 

第 1 条 甲は、人事給与システム出力帳票の印刷業務（以下「委託業務」とい

う。）を乙に委託し、乙はこれを受注及び受託する。 

 

（総則） 

第 2 条 乙は、仕様書に従い、期間内に受託した内容について完了しなければ

ならない。 

２ 仕様書に明示されていないものについて疑義があるときは、甲乙協議して

定めるものとする。 

 

 （契約金額） 

第 3 条 契約金額（以下「代金」という。）は、＊＊＊＊＊＊円とする。（うち

消費税及び地方消費税 ＊＊＊＊＊円） 

 

（契約保証金） 

第 4 条 契約保証金は、那覇市契約規則第３０条第１項第９号に基づき免除す

る。 

 

（委託及び納入期間） 

第 5条 委託業務の委託期間は、契約締結日から令和７（2025）年 3月 31 日ま

でとする。 

２ 印刷物の納入期間については、別添「令和６年度印刷スケジュール」のと

おりとする。 

 

（権利義務譲渡の禁止） 

第 6 条 乙は、この契約から生じる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、又

はその履行を委任してはならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承認

を得た場合は、この限りではない。 

 

（再委託の禁止） 

第 7 条 乙は、この契約に基づく委託業務の全部又は一部を第三者に委託して

はならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承認を得た場合は、この限

りではない。 

 

 

 



（調査等の請求権） 

第 8 条 甲は、委託業務における乙の処理状況について、調査立会い又は報告

を求めることができる。 

 

（目的外利用の禁止） 

第 9 条 印刷に関する様式及びデータは、甲が乙に提供するものとし、乙は、

この様式及びデータの複写・複製をこの契約を履行する目的以外に利用する

ことを禁止する。 

 

（損害のために必要を生じた経費） 

第 10 条 業務の履行に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む）のた

めに必要を生じた経費は、乙が負担するものとする。ただし、その損害が甲

の責めに帰する理由による場合においては、これを甲が負担するものとし、

その額は甲乙協議して定めるものとする。 

 

（納入場所） 

第 11 条 納入場所は、甲が指定する場所とする。 

 

（完成品の検査） 

第 12 条 委託業務の完成品の引渡しをするときに乙は、その旨を甲に通知し、

甲はその通知を受けたときは、乙の立会いを求めて直ちに検収しなければな

らない。 

 

(支払方法) 

第 13 条 乙は、毎月の印刷委託に関する契約金額を当該月に甲に請求するもの

とする。 

２ 甲は、前項の規定による適正な請求書を受理した日から起算して３０日以

内に当該月の契約金額を支払うものとする。 

 

（事後処理） 

第 14 条 納品後、瑕疵または不都合が生じた場合におけるアフターケアについ

ても、乙は誠意をもってその補修、復旧に努めるものとする。 

 

（納期の延長） 

第 15 条 乙は、天災地変等その他やむを得ない理由により納入及び委託期間内

に物件及び業務を完了することができない場合は、甲に対して納期の延長を

願い出ることができる。 

 



（遅滞賠償金） 

第 16 条 甲は、乙の責めに帰すべき理由により、納入期限内に物件を納入する

ことができない場合において、納期後に完納する見込みがあると認めるとき

は、遅滞賠償金を徴収して納入期限を延長することができる。 

２ 前項の遅滞賠償金は、遅滞日数に応じ、未納部分の価格に年＊＊パーセン

トの割合を乗じて計算した額とする。 

３ 本市が約定の支払期日までに対価を支払わない場合の遅延利息の額は、遅

延日数に応じ、本契約金額に年＊＊パーセントの割合を乗じて計算した額と

する。 

 

（契約の解除） 

第 17 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約の全部又

は一部を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、そ

の責を負わないものとする。 

(1)  乙、乙の代理人、乙からの再委託契約の当事者又は乙との間にこの契約

に係る物品等の購入契約その他の契約を締結するものが暴力団（暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77 号。以下「法」と

いう。)第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員(法第 2 条第 6

号に規定する暴力団員をいう。)又は暴力団関係者に該当すると判明したと

き。 

(2) 契約の履行を遅延し、又は業務に関し不正な行為があったとき。 

(3) 甲の行う検査等に際し、その職務執行を妨げ、又は妨げようとしたとき。 

(4) 期限内に契約を履行する見込がないと認められたとき。 

(5) 営業の許可を取り消されたとき、又は営業の停止があったとき。 

(6) 業務を粗雑に処理するなど不誠実な行為があったとき。 

(7) この契約の条項に違反したとき。 

２ 乙は、前項の規定により契約が解除された場合には、甲に対し契約金額の

１０分の１に相当する額を違約金として、甲が指定する期限までに支払わな

ければならない。 

３ 乙は、第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、すでに委

託料の支払いを受けているときは、その全額を甲に返還しなければならない。 

４ 乙は、第１項の規定によりこの契約が解除された場合には、契約が解除さ

れた日までの成果物等を甲に提出しなければならない。 

 

（特約事項） 

第 18 条 本件業務委託契約における個人情報の取り扱いについては、別紙「個

人情報の取扱いを定める特約」を遵守しなければならない。 

 



（協 議） 

第 19 条 この契約に定めていない事項について定める必要が生じたとき、又は

この契約に定める事項について疑義が生じたときは、甲乙協議の上定める。 

 

 

 

 

 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上、各自がその

１通を所持する。 

 

 

 

令和６(2024)年  月  日 

 

 

甲  那覇市泉崎 1丁目 1番 1号 

                那覇市 

那覇市長 知念 覚 

 

 

乙  ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

   ＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ 

   ＊＊＊＊＊ ＊＊ ＊＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙




